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１．自己紹介

　簡単に自己紹介させていただく。私は約

25年前に弁護士登録し、企業法務の法律

事務所に就職した。当時は、女性で企業法

務の法律事務所に就職するのは、非常にた

いへんであった。なんとか英語ができたこ

ともあり、日本の企業法務の法律事務所に

入り、アメリカのロースクール留学、外資

系の法律事務所を経て、2003年からイン

ハウスロイヤーとなった。女性はインハウ

スロイヤーの世界では、ジェンダーギャッ

プをほとんど感じないという利点があるこ

と、さらに、コーポレートガバナンス・コー

ドなどの外部環境の影響もあって、非常に

ニーズが高いことを付言しておく。

２．組織内弁護士の需要・数の増
加と職域拡大

　20年前の日本のインハウスロイヤーの

数は、おそらく100人前後であった。それ

が現在は3,000人に近づいている。20年で

約30倍近い増加となっている。

　これは、強い潜在的な需要があったこと

を示しているが、現在もそれが続いており、

益々需要に対して供給が追い付いていない

状態がずっと続いている。司法試験合格者

の減少もあって特に「企業法務のマーケッ

ト」はずっと売り手市場なのである。

　新卒・中途の弁護士を採用したいという

企業は、単に数の増加だけに留まらない。

職域の拡大もみられる。以前は、「弁護士」

というだけで、当然に「法務部門」に就職

するのが一般的でしたが、最近では、法務

部以外にも多く所属している。例えば、「知

財部門」、「経営企画」、「内部統制」、「内部

監査」。「コンプライアンス部門」などは、

昨今の日本企業の不祥事も相まってニーズ

が増加している。例えば、セクハラ・パワ

ハラなどの研修がある。最近では、個人情

報保護などのデータ保護法、LGBTQなど

の人権、SDGsに関するものなど、意外に

思われるのではないかと思うが、憲法まで

活かすことができるといえる。これらの業

務によって、法の支配を企業や組織に浸透

させていく、たいへんやりがいのある仕事

である。不正調査や懲戒処分に関わる仕事

は、刑事訴訟法の勉強が活きてくる領域で

ある。事実認定と証拠による認定などは、

弁護士という「プロ」ならではのスキルが

活かせることが、企業に入ってみて実感で

きる。

３．ロースクールで受けた教育が
組織内弁護士の職務で広く活用
されること

　私自身についていえば、リーガルの責任

者だけでなく、今やリスクマネジメント・
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コンプライアンスも当然のことながら、ダ

イバーシティー&インクルージョンといっ

た、以前なら人事部門が担当していた業務

の責任者までやっており、これも憲法や法

曹倫理などの教育が活きている例といえ

る。

　従って、ロースクールで学んだことは、

司法試験科目のような基本法はもちろんの

こと、法曹倫理や選択科目なども含め、イ

ンハウスロイヤーの仕事においてはすぐに

役立つものばかりである。社会に出て、し

かも法律事務所や裁判所のような典型的な

法曹の就職先ではない場所でも非常に強く

求められている。企業だけではなく、中央

省庁、地方自治体、においても採用できな

いで困っているとよく聞くし、さらには、

NPO、研究機関、大学、病院、スポーツの

団体、例えば、相撲協会まで弁護士を採用

していたようである。霞が関では、法律を

作って、内閣法制局の審査に苦労したり、

大学では、企業との共同研究開発を行う部

門で、ライセンス契約や知的財産業務を担

当している弁護士もいる。ここで全てを上

げることはできないが、今や、どんな領域

にもニーズがあると思える。スポーツの世

界などは、不祥事も多く、コンプライアン

スなどの強化が必要なので、これから弁護

士採用が増加するのではないだろうか。

４．アメリカと日本における弁護
士のキャリア選択

　アメリカでは、以前から多くのキャリア

の選択肢があり、あっちに行ったり、こっ

ちに戻ったりと、弁護士資格を「通行切符」

のようにしてキャリアをまたにかけること

を「revolving…door」と呼んでいました。

日本もいつかそうなる日が来るのだろう、

と2000年代前半に予測はしていましたが、

想像以上の速さでリーガルマーケットは発

展している。以前は、いったんインハウス

ロイヤーになると、それは片道切符で、法

律事務所には戻れないと言われたものであ

る。しかし、最近は、いったんインハウス

ロイヤーになっても、法律事務所に戻る人

もよく見かけるようになった。また、任期

付公務員になったり、しばらくしてビジネ

スに近いところが良いと思えば、企業に

戻ったり、と縦横無尽に転職する人を見か

ける。企業についても、以前は大都市に本

社をおく大企業が多かったが、最近は、地

方の企業、また、スタートアップやベン

チャーなど自身で創業メンバーになってビ

ジネスを行う弁護士も出てきている。アメ

リカでは、大統領や企業のCEOが弁護士資

格を有することが多いことに鑑みれば、別

に不思議なことではないといえよう。また、

副業をしている弁護士も増えつつある。

５．弁護士のキャリア選択に関する
変化

　私の場合には、上場企業の執行側と社外

取締役として監督側を同時に経験できてい

る点に特徴がある。他の方も、インハウス

ロイヤーをしながら、法律事務所にも籍を

おいて個人事件を受けるなど、キャリアの

バリエーションはどんどん広がり、無限の

可能性があるキャリアであるといえる。

　重要なことは、これからは、複数のキャ

リアを経験することになる人が多いという

ことである。私自身も、はじめはお試しの

つもりであったが、企業のインハウスの方

が面白くて肌に合うと思い、どこかの地点
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から、法律事務所に戻らないと思うように

なりました。複数のキャリアを経験するこ

とを想定した教育を意識することが益々求

められるだろう。

　今や、私も含めて私の周りの法務部門の

トップたちは、「弁護士が採用できない」

と嘆いており、争奪戦となっている。私が

2022年の３月まで理事長を務めていた日

本組織内弁護士協会においても、「キャリ

ア形成」や「キャリアパス」をうたったセ

ミナーはどれも大人気で、すぐに数百名が

申し込んで席が埋まるほどである。した

がって、インハウスにいったんなった以降

も、次のキャリアをどうしよう、中長期で

自分のキャリアをどのように組み立ててい

こう、と考え続けるのは、今の弁護士にとっ

ては当たり前になりました。以前なら、裁

判官、弁護士、検察官の三択で、一旦決め

たキャリアが一本道のように続いたのが、

今は、10個以上選択肢があり、それらが

リボルビングドアのように動く時代になり

ました。企業側においても、「一括新卒採

用」、「年功序列」、「終身雇用」が崩壊し、キャ

リア形成は日本全体として変化している。

６．ロースクールの学生から見た
組織内弁護士に対するイメージ

　ところで、私自身が時々ロースクールで、

「企業内法務」の授業を行う機会がある。

授業後のアンケートで、多くの学生が必ず

書くベスト２を紹介したいと思う。ランキ

ング１位が、自分たちが今勉強しているこ

とがこんな風に実務で活かせることがわ

かって嬉しい、意外、というものである。

特に、企業の中での仕事がイメージしにく

いためか、それらを聞いて、一度はインハ

ウスロイヤーをやってみたくなったとか、

就職先をインハウスロイヤーに変えようと

思った、とまで書かれていることがあって

驚く。ランキング２位は、同じインハウス

ロイヤーといっても、企業やポジションに

よってかなり仕事が異なる点に驚いたとい

うコメントである。ロースクールの「企業

内法務」の講師のセレクションをお手伝い

しているが、その際に気を付けているのは、

男女比、年齢、肩書、業種などのバリエー

ションである。法律事務所の場合だと、パー

トナーかアソシエイトかで、仕事自体は大

きくは変わるものではない。他方、企業の

場合、私のようなリーガル部門のトップの

仕事と、部長、課長、平社員の仕事は、そ

れぞれ随分異なる。例えば、最近は「人材

育成」の仕事が楽しいと感じているが、法

曹養成に少し似ているかも知れない。業種

によっても随分異なるため、どの業界にい

くかという点も重要である。金融業界、製

薬業界、商社、メーカー、ITなど異なる特

徴があるし、日本企業にいくか、外資系に

いくかでも、相当の違いが生じる。

７．多様な選択肢が存在することの
意義

　私自身は、最初に日本企業のインハウス

となり、その後、外資系を経て、日本企業

に戻った。グローバルな日本企業にいると、

海外子会社に対するガバナンスの仕事があ

る。これは外資系には存在しない仕事であ

る。これがたいへん面白いため、日本企業

に戻ってきたわけであるが、これも、法律

事務所も見て、日本企業も外資系企業も経

験したからこそ、その面白みに気付いたわ

けである。したがって、比較の物差しを持
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つことは重要であるといえる。

８．ロースクール教育に求められる
こと

　今は、間違いなくたくさんの出口が用意

され、学生も「選択できる」時代になりま

した。教育する側も、将来いろいろな道を

選ぶことが当然となった学生を教えなけれ

ばならないという意味では、ロースクール

で提供すべき教育も多様化していくのだろ

うし、ロースクールの教員の多様化もより

進化するのではないだろうか。アメリカの

ロースクールに留学時代、たいへん多くの

著名な実務家教員がゲスト講師をしていた

のを見て、学生時代からそのような有名な

弁護士にアクセスし、直接教育を受けるこ

とができることを羨ましく思ったものであ

る。日本も20年前のアメリカのロースクー

ルに似てきているのではないだろうか。し

かも、卒業して司法試験に受かれば、売り

手市場のマーケットが待っているので、こ

のような状況で志願者が少ないことが不思

議に思える。このことは、今の高校生や法

学部生、その親たちには知られていないの

ではないかと残念に感じる。

９．最後に

　経営法友会の調査結果を見ても、この需

要は数の増加、職域の拡大、いずれについ

ても、しばらく継続しているようであるし、

コーポレートガバナンス・コードが厳しく

なる昨今、今後もこのトレンドは加速する

のではないかと考える。したがって、社会

は、今まで以上に、法律家を求めており、

弁護士/インハウスロイヤーは、多くの選

択肢を有するキャリアであり、無限の可能

性を有した明るい未来を感じる。
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企業内弁護士の男女別人数グラフ（2001年～2020年）
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企業内弁護士の男女別人数（2001年～2020年）

日本組織内弁護士協会調べ（2020年９月）

インハウスの場合

女性比率は4割

全国の弁護士数
約42,000人
女性は約8,000人
女性比率は2割
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組織内弁護士数の推移と活動の多様化（2001年～2021年）

2

１．調査年月は、2005年５月、2006年12月、2007年～20年は６月現在の数値。
２．企業内弁護士数は、日本組織内弁護士協会調べ（2020年９月）。
３．任期付公務員数は、日弁連調べ（弁護士白書2019年版150頁）。
４．上記表に反映されない、任期付公務員以外の行政機関の組織内弁護士として、形式上は非常勤であるが、実質的には常勤で勤務する者（常勤的非常

勤職員）が、200数十名存在する（例：各省庁の政策調査員等）。
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